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当社株式の大規模買付行為への対応策（買収防衛策）継続について 

 

当社は、当初平成 20 年 1 月 15 日開催の当社取締役会において、「当社株式の大規模買付行

為への対応策（買収防衛策）」を導入し、直近では平成 23年 4月 14日開催の当社第 36回定時株

主総会において株主の皆様のご承認をいただき継続（以下、「現プラン」といいます。）しております

が、その有効期限は、平成 26年 4月開催予定の当社第 39回定時株主総会（以下、「本株主総会」

といいます。）の終結の時までとなっております。当社では、現プランへ継続後も社会・経済情勢の

変化、買収防衛策をめぐる諸々の動向及び様々な議論の進展を踏まえ、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保・向上させるための取組みのひとつとして、その在り方について引続き検

討してまいりました。 

その結果、本日開催された当社取締役会において、本株主総会における株主の皆様のご承認

を条件に、本プランとして継続（以下、継続後の対応策を「本プラン」といいます。）することを決定し

ましたのでお知らせいたします。 

本プランへの継続にあたり、一部語句の修正・整理等を行っておりますが、基本的なスキームに

変更はございません。 

本プランへの継続につきましては、当社監査役４名はいずれも、本プランの具体的運用が適正

に行われることを前提として本プランへの継続に賛成する旨の意見を述べております。なお、平成

26年 1月 20日現在の当社株式の状況は、別紙１のとおりです。また、本日現在、当社株式への大

規模買付行為に関する提案等は一切ございません。 
 

 

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社のお客様、従業員、お取

引先様、地域社会、株主の皆様など、当社を巡るステークホルダーとの共存共栄を図り、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益の確保と向上に資する者が望ましいと考えております。 

もっとも、当社の株主の在り方については、株主は資本市場での自由な取引を通じて決まるもの

であり、また会社を支配する者の在り方は、最終的には株主全体の意思に基づき判断されるべきで

あることから、会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全

体の意思に基づき行われるべきものと考えます。 

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、買収の目的等が、企業価値

ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に株式の売却を

事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が当該買付の内容を検討・判断し、

あるいは対象会社の取締役会が代替案を提示するための必要な時間や情報を与えることなく行わ

れるもの、買付の対価の価額、買付の手法等が対象会社の企業価値ひいては株主に対して不適

当なもの、対象会社と対象会社を巡るステークホルダーとの間の関係を損ねるおそれをもたらすも

のなど、企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものもありえます。 
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当社は、このような大規模買付行為や買付提案を行い、当社の企業価値及びブランド価値ひい

ては株主共同の利益に反する重大な悪影響を与えるおそれをもたらす行為を行う者は、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えます。 

 

Ⅱ．基本方針の実現に資する取組み 

 

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を向上させるための取組みとして、以下の施策を実施しております。

これらの取組みは、上記Ⅰ.の基本方針の実現に資するものと考えております。 

 

１． 経営理念と企業価値向上への取組み 

 

（１） 当社の経営理念 

当社は、創業以来、“「本物のおいしさ」を手軽に手頃に”お客様にお届けすることを、そして

“私たちに関わる人々との共存共栄”を企業理念（コーポレートマインド）として掲げて成長してま

いりました。この企業理念を基礎に、更なる企業価値の向上を目指して、平成 26年 3月に新たな

企業理念及びビジョンを制定致しました。 

 

① 企業理念 

 

人と、社会と、共に喜び、共に栄える。 

その実現のために DyDoグループは、ダイナミックにチャレンジを続ける。 

 

② ビジョン 

 

DyDoはお客様と共に。 

高い品質にいつもサプライズを添えて、「オンリーワン DyDo」のおいしさと健康をお客様

にお届けします。 

 

    DyDoは社会と共に。 

グループ全体で生み出す製品・企業活動「オール DｙDo」が、豊かで元気な社会づくりに

貢献します。 

 

DyDoは次代と共に。 

国境も既存の枠組みも越えて、次代に向けて「DyDoスタンダード」を創造します。 

 

DｙDoは人と共に。 

飽くなき「DyDoチャレンジ」で、DyDoグループに関わるすべての人の幸せを実現します。 

 

（２） 企業価値の源泉  ～人と、社会と、共に喜び、共に栄える。～ 

 

① 業界のトップグループに存在する商品ブランド 

コーヒーはヘビーユーザーに支えられる飲料市場の最大カテゴリーであり、当社グル

ープを代表する商品群であります。新商品開発・リニューアルを含め、より一層効果的な

販促活動を徹底して行い、業界のトップグループに存在するコーヒーブランドとしての地

位を確保してまいりました。 

また、製品の安全性並びに品質管理体制については、従来より厳しい社内規則を設け、

新鮮でおいしい商品のお届けに万全をつくしております。 
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このような「厳選されたおいしさ」と高い品質へのこだわりが、お客様からの高い評価を

得、競争力ある商品ラインナップとともに、自販機の「店舗」としての魅力を高め、当社の

企業価値の源泉となっております。 

 

② 全国に設置された強固な自販機網 

       当社は、強みである自販機網を通じ、地域社会に密着した着実な営業展開に取組んで

おります。 

他社との差別化に注力した自販機の開発を進めるとともに、お客様ニーズにあった魅

力ある「店舗創り」により、自販機１台あたりの売上の最大化に努めております。また、経営

資源の効果的な配分により、収益性を重視した質の高い自販機網の構築を図り、より効

率的・効果的な販売基盤の拡充に注力しております。 

こうした取組みの結果、現在では全国に約 28 万台の自販機を設置しており、この強固

な自販機網が、当社の企業価値の源泉となっております。 

 

③ 経営資源を集中した効率的な経営体制 

       当社は自社工場を持たない生産体制により、設備投資リスクの軽減を図るとともに、各

拠点を中心とした配送効率の高い体制をとっております。即ち、経営資源を商品の企画と

販売に集中投入することにより、地域に密着したきめ細かい自販機運営を行うという当社

独自の効率的な経営体制を確立し、お客様から高い評価を得ております。 

こうした効率的な経営体制が、当社の企業価値の源泉となっております。 

 

④ 優良な財務体質 

当社は、商品の製造は協力工場にアウトソーシングし、一方で販売は収益性の高い缶

コーヒー等を中心に、主に自販機チャネルを通じて販売しております。回収においても、

現金回収のウエイトが高く、収支構造は業界トップレベルの安定性を有しております。この

独自のビジネスモデルが、キャッシュ・フロー経営を実現させ、良好な収益力を生み、毎

期着実に自己資本の充実が図られ、強固な財務基盤を形成しております。 

こうした優良な財務体質が関係者から高い評価を得、当社の企業価値の源泉となって

おります。 

 

⑤ グループ経営による効率性向上と相乗効果 

当社は、グループ各社毎の個性と特徴を最大限に活かし、グループ全体最適を考慮し

た企業経営により、一層の効率性の向上と相乗効果の促進を図っております。 

飲料受託製造部門である大同薬品工業株式会社においては「FSSC 22000」の認証を

取得し、大手医薬品等有力メーカーからのＯＥＭ生産に対応できる厳格な品質管理体制

と充実した生産能力を有しております。また、食品製造販売部門である株式会社たらみは、

ドライフルーツゼリー市場においてトップシェアを有し、卓越した知名度とブランド力で事

業基盤を確立し、成長を続けております。 

こうしたグループを中心とした効率的な企業経営が相乗効果を生み、当社の企業価値

の源泉となっております。 

 

（３） 中期経営計画を軸とする企業価値向上への取り組み 

当社は、本年１月より、「中期経営計画 Challenge the Next Stage」をスタートさせました。「人と、

社会と、共に喜び、共に栄える。」の理念のもと、持続的成長の実現に向けたチャレンジを続けて

まいります。 

 

① 既存事業成長へのチャレンジ 

       当社はこれまで、経営環境の大きな変化に対応し、新しい時代に適合できる「自販機ビ
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ジネスモデルの再構築」を行い、コア事業である飲料販売部門の収益体質強化に努めて

まいりました。 

今後は、そうした堅固な収益基盤を背景として、既存事業の一層の業績向上と生産性

の改善に取り組むことにより、さらなる成長の原資となる安定的なキャッシュの創出にチャ

レンジしてまいります。 

 

② 商品力強化へのチャレンジ 

当社はこれまで、厳選したコーヒー豆とこだわり続けてきたブレンド技術を駆使して開発

した、新生「ダイドーブレンド」を平成 24年に発売し、主力であるコーヒーブランドのシェア

の拡大に注力してまいりました。 

今後はさらに、商品開発プロセスの見直しを行い、ソフトドリンクのラインナップ強化を

図るとともに、当社グループにしかできないイノベーティブな商品をお客様にお届けすべ

く、研究開発に関する新たな取り組みにもチャレンジしてまいります。 

 

③ 海外展開へのチャレンジ 

当社はこれまで、国内における自販機事業の維持・拡大並びに流通事業の強化拡充

を図りつつ、主力であるコーヒーブランドを主軸としたマーケティング戦略に経営資源を集

中投下することにより、収益力の強化を図ってまいりました。 

今後はさらに、海外における本格的な事業展開を図るべく、平成 25 年 12月にロシア・

モスクワ市に当社 100％出資の現地法人「DyDo DRINCO RUS, LLC.」を設立いたしまし

た。当社の強みである「自販機ビジネスモデル」の横展開を図り、新たなビジネスチャンス

の創出にチャレンジしてまいります。 

 

④ 新たな事業基盤確立へのチャレンジ 

       当社はこれまで、全国広範囲にわたり保有する約 28 万台の自販機網を主要販路とした      

独自のビジネスモデルによる安定したキャッシュ・フローにより、強固な財務基盤を構築し

てまいりました。 

今後は、そうした財務基盤を背景として、企業理念の方向性や新規顧客層の獲得を意

識した新たな事業領域への参入可能性を更に検討するとともに、“食や健康”関連の新

規事業展開を図り、新たな事業基盤確立にチャレンジしてまいります。 

 

２．コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化による企業価値向上への取組み 

 

当社は、健全な企業活動とコンプライアンスを徹底し、経営の透明性と効率性を高めることにより、

お客様、従業員、お取引先様、地域社会、株主の皆様など、各ステークホルダーとの円滑な関係を

構築し、企業価値の増大に努めることをコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方としてお

ります。 

当社の取扱商品は清涼飲料というお客様の日常生活に極めて密着したものであり、特に、お客

様からの信頼は経営上の最重要事項であります。このため、執行役員制度を導入し、意思決定の

迅速化及びそれぞれの組織機能における効率化を図ることにより、お客様の声をより身近に聴き、

経営に反映させることができる会社形態をとっております。さらに、経営の透明性確保の観点から、

本年 4 月開催予定の第 39 回定時株主総会において、社外取締役 2 名選任の議案を上程するこ

とを予定しております。 

当社は、引き続き、コーポレート・ガバナンスの強化を図り、更なる当社グループの企業価値ひい

ては株主共同の利益の確保・向上に注力していく所存であります。 
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Ⅲ．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組み） 

 

１．本プランの目的 

 

本プランは、上記Ⅰ.で述べた基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の

方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして継続するものです。 

本プランは、大規模買付行為について、①実行前に大規模買付者に対して、必要かつ十分な

情報の提供を求め、②当社が当該大規模買付行為についての情報収集・検討等を行う時間を確

保したうえで、③株主の皆様への当社経営陣の計画や代替案等の提示ならびに必要に応じて大

規模買付者との交渉を行うことにより、株主の皆様に必要かつ十分な情報及び時間を提供し、株主

の皆様が当該大規模買付行為に応じるか否かの適切な判断を行うことができるようにすることを目

的としています。 

なお、現在、当社の創業者一族によって当社の発行済株式の約 51％が保有されておりますが、

このうち当社社長である髙松富博とその直接の支配がおよぶ資産管理会社等による保有は約 33％

とこれまでに既に相当の分散化が進んでおります。当社が公開会社である以上、当社株式の譲渡

や議決権等の権利行使は株主の皆様の自由な意思によるものであることから、当社の経営に関与

していない創業者一族の議決権行使は、個々の判断のもとで行われており、また各々の意思や事

情により譲渡、相続その他の処分がなされ、今後さらに分散化が進んでいく可能性が考えられ、必

ずしも将来の安定性までも保証するものではありません。また、当社独自のビジネスモデルである自

販機を中心とした安定的なマーケットやその経営ノウハウ等は、将来的にも、潜在的な買収リスクに

さらされることは十分考えられます。これらの事情を鑑みますと、今後当社株式に対して企業価値ひ

いては株主共同の利益を毀損するような大規模買付行為がなされる可能性は否定できず、大規模

買付行為が発生した場合に、株主の皆様のために必要な情報や時間を確保する重要性は他社と

なんら変わらないことから、当社取締役会は事前の対応策の導入が必要であると考えます。 

以上のことから、当社取締役会は、大規模買付時における情報提供等に関する一定のルール

（以下、「大規模買付ルール」といいます。）を設定することとし、上記Ⅰ.で述べた基本方針に照らし

て不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合の対抗措置を含めた買収防衛策として、本

株主総会における株主の皆様のご承認を条件に、本プランとして継続することといたしました。 

なお、上記のように、当社は、現段階において、安定化と考えられる株主比率が高いと考えられ

ることから、本プランにおいては、取締役会の判断の恣意性を排除するために独立委員会を設置し

ておりますが、対抗措置発動の決議を株主総会で行う場合には、独立委員会の発動の勧告があっ

た場合に限ることとし、安定株主を背景とした取締役会の恣意的な対抗措置の運用にも配慮したス

キームとしております。 

本プランのフロー概要につきましては、別紙 2をご参照ください。 

 

２．本プランの対象となる当社株式の買付 

 

本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ(注1)の議決権割合(注2)を20％

以上とすることを目的とする当社株券等(注3)の買付行為、または結果として特定株主グループの

議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付等の具体的な買付方

法の如何を問いませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。かか

る買付行為を以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を以下「大規模買付者」とい

います。）とします。 
 

注１：特定株主グループとは、 

(i) 当社の株券等（金融商品取引法第２７条の２３第１項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第２

７条の２３第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（同
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法第２７条の２３第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を

含みます。以下同じとします。）ならびに当該保有者との間でまたは当該保有者の共同保有者との間で

保有者・共同保有者間の関係と類似した一定の関係にある者（以下「準共同保有者」といいます。）また

は、 

(ii) 当社の株券等（同法第２７条の２第１項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第２７条の２第

１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及

びその特別関係者（同法第２７条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。） 

を意味します。 

注２：議決権割合とは、 

(i) 特定株主グループが、注１の(i)記載の場合は、①当該保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第２

７条の２３第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有

者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も計算上考慮さ

れるものとします。）と、②当該保有者の準共同保有者の株券等保有割合とを合わせた割合（ただし、①

と②の合算において、①と②との間で重複する保有株券等の数については、控除するものとします。）ま

たは、 

(ii) 特定株主グループが、注１の(ii)記載の場合は、当該大規模買付者及び当該特別関係者の株券等保有

割合（同法第２７条の２第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。 

各議決権割合の算出に当たっては、総議決権の数（同法第２７条の２第８項に規定するものをいいま

す。）及び発行済株式の総数（同法第２７条の２３第４項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告

書、四半期報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるも

のとします。 

注３：株券等とは、金融商品取引法第２７条の２３第１項または同法第２７条の２第１項に規定する株券等を意味し

ます。 

 

３．独立委員会の設置 

 

本プランにおいて、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、あるいは大規模買付

ルールが遵守された場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を著しく損なうものと判断し対抗措置をとるか否か、あるいは対抗措置の発動について株主

総会を開催するか否か、一旦発動した対抗措置の停止等の判断にあたっては、その透明性、客観

性、公正性及び合理性を担保し、当社取締役会による恣意的な判断がなされることを防止するため、

当社取締役会は、取締役会から独立した組織として設置された独立委員会（独立委員会の概要に

ついては、別紙3をご参照ください。）に対して諮問することとします。また、当社取締役会の諮問に

対して独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の観点から、大規

模買付行為について慎重に評価・検討を行い、その判断理由、根拠を明らかにしたうえで、当社取

締役会に対して勧告するものとし、当社取締役会はその勧告を最大限尊重するものとします。独立

委員会の勧告内容については、その概要を適宜公表することといたします。 

独立委員会は、社外監査役、社外有識者（経営経験豊富な企業経営者、投資銀行業務に精通

する者、弁護士、公認会計士、学識経験者、またはこれらに準ずる者）を対象として3名以上を選任

します（継続後の独立委員会委員候補につきましては、別紙 4をご参照ください。）。 

 

４．大規模買付ルールの概要 

 

当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、①大規模買付者が当社取締役会に対して大

規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を事前に提供し、②当社取締役会による一定の評価

期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。その概要は以下のとおりです。 
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（１） 意向表明書の当社への事前提出 

   大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為または大規模

買付行為の提案に先立ち、まず、当社代表取締役宛てに、大規模買付ルールを遵守する旨

の誓約文言を含む以下の内容等について日本語で記載した意向表明書を提出していただき

ます。当社が、大規模買付者から意向表明書を受理した場合には、速やかにその旨及び必要

に応じ、その内容について公表します。 

 

① 大規模買付者の名称、住所 

② 設立準拠法 

③ 代表者の氏名 

④ 国内連絡先 

⑤ 提案する大規模買付行為の概要等 

 

（２） 必要情報の提供 

当社取締役会は、上記（１）の意向表明書を受領した日の翌日から起算して 10 営業日以内

に、大規模買付者から当初提供していただくべき、当社株主の皆様の判断及び当社取締役

会としての意見形成のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情報」といいます。）のリスト

を記載した書面を大規模買付者に交付します。大規模買付者には、本必要情報のリストの記

載にしたがい、本必要情報を当社取締役会に書面で提出していただきます。 

本必要情報の一般的な項目は以下のとおりです。その具体的内容は大規模買付者の属性

及び大規模買付行為の内容によって異なりますが、いずれの場合も株主の皆様の判断及び

当社取締役会としての意見形成のために必要かつ十分な範囲に限定するものとします。 

 

① 大規模買付者及びそのグループ（共同保有者、特別関係者及び組合員（ファンドの場

合）その他の構成員を含みます。）の詳細（名称、事業内容、資本構成、財務内容、経歴

または沿革、当社及び当社グループ会社の事業と同種の事業についての経験等に関

する情報を含みます。） 

 

② 大規模買付行為の目的及び内容（大規模買付等の対価の価額･種類、大規模買付等の

時期、関連する取引の仕組み、大規模買付等の方法の適法性、大規模買付等及び関

連する取引の実現可能性を含みます。） 

 

③ 大規模買付行為における当社株式の買付対価の算定根拠及び買付資金の裏付け（算

定の前提となる事実、算定方法、算定の用いた数値情報及び大規模買付行為に係る一

連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、資金の提供者（実質提供者を

含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

 

④ 当社の経営に参画した後に想定している当社及び当社グループ会社の経営者候補（当

社及び当社グループ会社の事業と同種の事業についての経験等に関する情報を含み

ます。）、経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、配当政策、資産活用策等 

 

⑤ 大規模買付行為完了後に予定する当社及び当社グループ会社の顧客、取引先、従業

員その他の当社に係る利害関係者と当社及び当社グループ会社との関係に関しての変

更の有無及びその内容 

 

⑥ その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報 
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   当社取締役会は、大規模買付ルールの迅速な運営を図る観点から、必要に応じて、大規

模買付者に対し情報提供の期限を設定することがあります。ただし、大規模買付者から合理的

な理由に基づく延長申請があった場合には、その期限を延長することができるものとします。 

なお、当初提供していただいた必要情報について当社取締役会が精査した結果、それだ

けでは不十分と判断した場合には、適宜合理的な回答期限を設けたうえで大規模買付者に

対して本必要情報が揃うまで追加的に情報提供を求めることがあります。 

   なお、当社取締役会は、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な必要情報が

大規模買付者から提出されたと判断した場合には、その旨の通知（以下、「情報提供完了通

知」といいます。）を大規模買付者に発送するとともに、その旨を公表します。 

    また、当社取締役会が、本必要情報の追加的な提供を要請したにもかかわらず、大規模買

付者から当該情報の一部について提供が無い場合において、大規模買付者から情報の提供

がなされないことについての合理的な説明がある場合には、当社取締役会が求める本必要情

報が揃わなくても大規模買付者との情報提供に係る交渉等を終了し、その旨を公表するととも

に後記（３）の当社取締役会による評価・検討を開始する場合があります。 

    当社取締役会に提供された本必要情報は、独立委員会に提出するとともに、株主の皆様の

判断のために必要であると認められる場合には、当社取締役会が適切と判断する時点で、そ

の全部または一部を公表します。 

 

（３） 当社取締役会による評価・検討等 

   当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締

役会に対し本必要情報の提供を完了した後、対価を現金（円貨）のみとする公開買付による当

社全株式の買付の場合は最長 60日間、またはその他の大規模買付行為の場合は最長 90日

間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間（以下、「取

締役会評価期間」といいます。）として設定します。 

   取締役会評価期間中、当社取締役会は必要に応じて独立した外部専門家（ファイナンシャ

ル・アドバイザー、公認会計士、弁護士その他の専門家）の助言を受けながら、提供された本

必要情報を十分に評価・検討し、当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、公表します。

また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉

することや、当社取締役会として当社株主の皆様に対し代替案を提示することもあります。 

 

５．大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

 

（１） 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規

模買付行為に反対であったとしても、当該買付提案についての反対意見の表明や、代替案を

提示することにより、当社株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に

対する対抗措置はとりません。大規模買付者の買付提案に応じるか否かは、当社株主の皆様

において、当該買付提案及び当社が提示する当該買付提案に対する意見、代替案等をご考

慮のうえ、ご判断いただくことになります。 

ただし、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が例え

ば以下の①から⑥のいずれかに該当し、結果として当社に回復し難い損害をもたらすことが明

らかな場合など、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものであると当社取

締役会が判断したときは、取締役の善管注意義務に基づき、当社取締役会は、当社株主の皆

様の利益を守るために、必要かつ相当な範囲で、例外的に新株予約権の無償割当等、会社

法その他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとることがあります。 
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①  次の(i)から(iv)までに掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に

対する明白な侵害をもたらすような大規模買付行為である場合 

( i )当社株式を買い占め、その株式について会社側に対して高値で買取りを要求する行

為（いわゆるグリーン・メーラーである場合） 

(ⅱ)当社の経営を一時的に支配して、当社または当社グループ会社の重要な資産等を

廉価に取得する等会社の犠牲の下に買収者の利益を実現する経営を行うような行為 

(ⅲ)当社または当社グループ会社の資産を買収者やそのグループ会社等の債務の担保

や弁済原資として流用する行為 

(ⅳ)当社の経営を一時的に支配して当社または当社グループ会社の事業に当面関係し

ていない高額資産等を処分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一

時的高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為 

 

② 強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条

件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付等の株式の買付を行うことをいう）

など株主に株式の売却を事実上強要するおそれがある大規模買付行為である場合 

 

③ 大規模買付者の提案する当社の株式の買付条件（買付対価の種類及び金額、当該金額

の算定根拠、その他の条件の具体的内容、違法性の有無、実現可能性等を含むがこれ

に限りません。）が当社の企業価値に照らして著しく不十分または不適切であると判断さ

れる場合 

 

④ 大規模買付者による支配権獲得により、当社の持続的な企業価値増大のため不可欠な、

顧客、取引先、従業員、地域社会その他の利害関係者との関係を損なうなどにより、当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損すると判断される場合 

 

⑤ 大規模買付者による買付後の経営方針等が不十分または不適当であるため、当社また

は当社グループ会社の事業の成長性・安定性が阻害され、当社または当社グループ会

社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保･向上に重大な支障をきたすおそれがあ

ると判断される場合 

 

⑥ 大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると判断される場

合 

   

（２） 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

大規模買付者により、大規模買付ルールが遵守されなかった場合には、当社取締役会は、

独立委員会による対抗措置発動の勧告を経て、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・

向上させることを目的として、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当等、会社法その

他の法律及び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合がありま

す。 

 

（３） 取締役会の決議、及び株主総会の開催 

当社取締役会は、上記(1)または (2)において対抗措置の発動の是非について判断を行う

場合は独立委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の必要性、相当性等を十分検討した上

で対抗措置発動または不発動等に関する会社法上の機関としての決議を行うものとします。 

具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断

したものを選択することとします。当社取締役会が具体的対抗措置として、例えば新株予約権

の無償割当をする場合の概要は別紙5に記載のとおりですが、実際に新株予約権の無償割当

をする場合には、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属さないことを新株予約
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権の行使条件とすることや新株予約権者に対して、当社株式と引き換えに当社が新株予約権

を取得する旨の取得条項をつけるなど、対抗措置としての効果を勘案した条件を設けることが

あります。 

また、当社取締役会は、独立委員会が対抗措置を発動すべきとの勧告を行い、かつその必

要性・相当性について株主の意思を確認することが適切と判断し、発動の決議について株主

総会の開催を要請する場合には、株主の皆様に本プランによる対抗措置を発動することの可

否を十分にご検討いただくための期間（以下、「株主検討期間」といいます。）として最長 60日

間の期間を設定し、当該株主検討期間中に当社株主総会を開催することがあります。 

当社取締役会において、株主総会の開催及び基準日の決定を決議した場合は、取締役会

評価期間はその日をもって終了し、ただちに、株主検討期間へ移行することとします。 

当該株主総会の開催に際しては、当社取締役会は、大規模買付者が提供した必要情報、

必要情報に対する当社取締役会の意見、当社取締役会の代替案その他当社取締役会が適

切と判断する事項を記載した書面を、株主の皆様に対し、株主総会招集通知とともに送付し、

適時・適切にその旨を開示します。 

株主総会において対抗措置の発動または不発動について決議された場合、当社取締役会

は、当該株主総会の決議に従うものとします。当該株主総会において対抗措置を発動すること

を否決する決議がなされた場合には、当社取締役会は対抗措置を発動いたしません。当該株

主総会の終結をもって株主検討期間は終了することとし、当該株主総会の結果は、決議後適

時・適切に開示いたします。 

 

（４） 大規模買付行為待機期間 

株主検討期間を設けない場合は取締役会評価期間終了までを、また株主検討期間を設け

る場合には取締役会評価期間と株主検討期間のあわせた期間終了までを大規模買付行為待

機期間とします。そして大規模買付行為待機期間においては、大規模買付行為は実施できな

いものとします。 

したがって、大規模買付行為は、大規模買付行為待機期間の経過後にのみ開始できるも

のとします。 

 

（５） 対抗措置発動の停止等について 

上記（３）において、当社取締役会または株主総会において具体的対抗措置をとることを決

定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行った場合など対抗措

置の発動が適切でないと当社取締役会が判断した場合には、独立委員会の勧告を最大限尊

重したうえで、対抗措置の発動の停止等を行うことがあります。 

例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当を行う場合、当社取締役会において、無償

割当が決議され、または無償割当が行われた後においても、大規模買付者が大規模買付行

為の撤回または変更を行うなど対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断した場合に

は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、新株予約権の効力発生日の前日までの間

は新株予約権無償割当の中止、また、新株予約権無償割当後においては行使期間開始日の

前日までの間は、当社による新株予約権の無償取得の方法により対抗措置発動の停止を行う

ことができるものとします。このような対抗措置発動の停止等を行う場合は、法令及び当社が上

場する金融商品取引所の上場規則等にしたがい、当該決定について適時・適切に開示しま

す。 
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６．株主・投資家の皆様に与える影響等 

 

（１） 本プランの株主・投資家の皆様に与える影響等 

本プランは、継続時点において新株予約権の無償割当等を行うものではありませんので、

継続時点において株主の皆様の権利関係に直接具体的な影響が生じることはございません。

本プランにおける大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判

断するために必要な情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の意見を提供し、株主の

皆様が代替案の提示を受ける機会を確保することを目的としています。これにより株主の皆様

は、十分な情報及び提案のもとで、大規模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をす

ることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるも

のと考えます。したがいまして、大規模買付ルールの設定は、株主及び投資家の皆様が適切

な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、株主及び投資家の皆様の利益に資する

ものであると考えております。 

なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより大規模買付行為に対す

る当社の対応方針が異なりますので、株主及び投資家の皆様におかれましては、当社の情報

開示及び大規模買付者の動向にご注意ください。 

 

（２） 対抗措置発動時に株主・投資家の皆様に与える影響等 

当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、取締

役会が上記５.「大規模買付行為がなされた場合の対応方針」に記載した対抗措置をとること

を決定した場合には、法令及び当社が上場する金融商品取引所の上場規則等にしたがって、

当該決定について適時・適切に開示いたします。 

当社は、対抗措置の発動に際して、大規模買付者等以外の株主の皆様が、法的権利また

は経済的側面において格別の損失を被るような事態は想定しておりません。対抗措置の一つ

として新株予約権の無償割当が行われる場合は、割当期日における株主の皆様は、その保有

する株式数に応じて新株予約権を無償で割当てられることとなります。その後当社が取得条項

を付した新株予約権の取得の手続きをとる場合には、大規模買付者等以外の株主の皆様は、

当社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領するため格別の不利益は発

生しません。なお、独立委員会の勧告を受けて、当社取締役会の決定により当社が当該新株

予約権の発行の中止または発行した新株予約権の無償取得を行う場合には、当該新株予約

権の無償割当を受けるべき株主が確定した後（権利落ち日以降）に当社株式の価値の希釈化

が生じることを前提にして売買等を行った株主または投資家の皆様は、株価の変動により不測

の損害を被る可能性があります。 

大規模買付者等については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルール

を遵守した場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を著しく損なうと判断される場合には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその法的

権利または経済的側面において不利益が発生する可能性があります。本プランの公表は、大

規模買付者が大規模買付ルールに違反することがないようにあらかじめ注意を喚起するもの

です。 

 

（３） 対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き 

対抗措置の一つとして新株予約権の無償割当が行われる場合には、割当期日における株

主の皆様は引受けの申込みを要することなく新株予約権の割当てを受け、また当社が取得条

項を付した新株予約権の取得の手続きをとる場合には、新株予約権の行使価額相当の金銭

を払い込むことなく、当社による新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することにな

るため、当該新株予約権に関する申込みや払込み等の手続きは必要となりません。これらの

手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割当を行うことになった際に、法令及

び当社が上場する金融商品取引所の上場規則等に基づき適時適切に開示します。 
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７．本プランの適用開始、有効期間、廃止等 

 

本プランは、本株主総会で承認されることを条件として同日より発効することとし、その有効期限

は、同日から 3年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会（平成 29年 4

月開催予定の定時株主総会）の終結の時までとします。 

ただし、本プランの有効期間中であっても、当社の株主総会において本プランを廃止する旨の決

議が行われた場合、または当社取締役会で本プランを廃止する旨の決議を行った場合には、当該

決議の時点をもって本プランは廃止されるものとします。当社は、本プランが廃止された場合には、

当該廃止の事実について適時・適切に公表いたします。 

また、本プランの有効期間中であっても、関係法令及び金融商品取引所規則等の新設または改

廃等により、本プランに定める条項または用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当

社取締役会は当該新設または改廃等の趣旨を考慮のうえ、独立委員会の勧告を最大限尊重した

うえで、株主総会決議の趣旨に反しない限度で本プランを合理的に読み替え、運用いたします。 

 

 

Ⅳ．本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社

の会社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて 

 

当社では、本プランの設計に際して、以下の諸点を考慮することにより、本プランが上記Ⅰ.の基

本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものとはならないと考えております。 

 

１．買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成 17年 5月 27日に発表した「企業価値・株主共同の

利益の確保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共

同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原則）を

充足しております。また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成 20年 6月 30日に発表

した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなって

おります。 

 

２．株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されていること 

 

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応じ

るべきか否かを株主の皆様が判断するために必要な時間や情報、あるいは当社取締役会による代

替案の提示を受ける機会を確保すること等を可能にするものであり、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を確保・向上の目的をもって継続されるものです。 

 

３．株主意思を反映するものであること 

 

当社は、本株主総会において、本プラン継続に関する株主の皆様のご意思をご確認させていた

だきます。また、本プランの有効期間中であっても、当社の株主総会において、または取締役会に

おいて、本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されること

になり、株主の皆様のご意向が反映されます。 

 

４．取締役会の恣意的判断の排除 

 

本プランにおいては、当社取締役会から独立した組織として独立委員会を設置し、当社取締役
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会が対抗措置を発動するか否か判断する場合には、その判断の透明性、客観性、公正性及び合

理性を担保し、かつ当社取締役会の恣意的な判断を排除するために、独立委員会の勧告を最大

限尊重するものとしています。独立委員会の判断の概要については株主の皆様に情報開示をする

こととされており、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に適うように本プランの透明な運用が

行われる仕組みが確保されております。 

 

５．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定 

 

本プランにおける対抗措置の発動は、合理的な客観的要件が充足されなければ発動されないよ

うに設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されており

ます。 

 

６．デッドハンド型買収防衛策ではないこと 

 

本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃

止することが可能です。したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

なお、当社においては取締役の任期を 2 年としておりますが、期差任期制ではございませ

ん。また、取締役解任決議要件につきましても、特別決議を要件とするような決議要件の加重をし

ておりません。 

以上 
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別紙１ 

 

平成 26年 1月 20日現在の大株主の状況 

氏 名 ま たは名 称 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合（％） 

ハイウッド株式会社 2,470  14.91  

有限会社サントミ 2,011   12.14  

タイタコーポレイション株式会社   738   4.45  

髙松 富博   495   2.98  

髙松 富也   495   2.98  

髙松 章   494   2.98  

髙松 多聞   480   2.90  

有限会社高松   479   2.89  

STATE STREET BANK CLIENT OMNIBUS OM04   304   1.83  

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   261   1.57  

計 8,230  49.67  

(注)1．株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

 

以上



 

15 

別紙２ 

本プランの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模買付ルールを遵守した場合 

大規模買付者 

大規模買付ルール 

取締役会から必要情報リストの提出 

対抗措置不発動 

取締役会評価期間 

最長 60日または最長 90日 

株主検討期間最長 60日 

株主総会による株主判断 

否決 可決 

対抗措置の発動 

 

大規模買付ルールを遵守しない場合 

取締役会による発動の判断 

大規模買付者から意向表明書の提出 意向表明書が提出されない 

大規模買付者から必要情報の提出 

評価期間が確保されない  

・買収提案の評価、検討        

・代替案の立案 

・大規模買付者との交渉 
独立委員会 

諮問 

勧告 
諮問 

勧告 

（注）本図は、本プランのご理解に資することを目的として、代表的な手続きの流れを図式化したものであり、必ずしも全ての手
続きを示したものではございません。詳細につきましては、本文をご覧ください。 

原
則
不
発
動
の
判
断 

株主総会を開催する場合 

企業価値ひいては株
主共同の利益を著し
く毀損する場合 

発動の判断 

取締役会 

必要情報が提出されない 

必要情報の一部が提出できな

い合理的な説明がある場合 
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別紙３ 

 

独立委員会の概要 

 

１． 設置・解散権者 

独立委員会は、取締役会決議により設置ないし解散する。 

 

２． 構成員 

独立委員会の委員は 3名以上とし、社外監査役、社外有識者（経営経験豊富な企業経営者、

投資銀行業務に精通する者、弁護士、公認会計士、学識経験者、またはこれらに準ずる者）

の中から、取締役会の決議により選任する。 

 

３． 招集権者 

独立委員会の各委員及び取締役会は、必要に応じて独立委員会を招集することができる。 

 

４． 決議要件 

独立委員会の決議は、原則として委員全員が出席し、その過半数をもって行う。 

 

５． 勧告 

独立委員会は、取締役会の諮問に対して、その判断理由及び根拠を付して取締役会に対し

て勧告するものとする。なお、独立委員会の各委員は、こうした勧告にあたっては、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うこととする。 

 

６． 委員会の権限及び義務 

（１）独立委員会は、適切な判断を行うために、取締役会に必要な説明や資料の提出を求めるこ

とができる。 

（２）独立委員会は、大規模買付者が提供した情報に不足があるとき、または提供された情報に

つき補足の情報が必要であると判断したときは、直接あるいは取締役会を通じ大規模買付

者に対し、合理的に必要と考える情報の提供を求めることができる。 

（３）独立委員会は、当社の費用負担により、必要に応じて投資銀行、証券会社、弁護士その他

の外部専門家に対し助言等を求めることができる。 

 

７． 取締役会の尊重義務 

取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重しなければならない。 

以上 
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別紙４ 

独立委員会委員候補の略歴 

 

 

吉田 太三  

略   歴 

昭和５４年１月   税理士登録 

昭和５４年２月   吉田税理士事務所開業 

平成１１年４月   当社社外監査役就任 

       現在に至る 

 

松本  博 

略   歴 

昭和５９年２月   税理士登録 

昭和５９年４月   松本博税理士事務所開業 

平成 ４年４月   当社社外監査役就任 

平成１９年４月   当社社外監査役退任 

平成１９年４月   当社顧問 

平成２３年４月   当社社外監査役就任 

現在に至る 

 

加藤 幸江 

略   歴 

昭和４４年４月   最高裁判所司法研修所入所 

昭和４６年４月   東京地方検察庁検事任官 

昭和４９年５月   大阪弁護士会登録 

平成１９年４月   当社補欠監査役 

            現在に至る   

※ 加藤幸江氏は、社外監査役候補者（平成２６年４月１６日株主総会後就任予定） 

 

以 上 
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別紙５ 

 

新株予約権無償割当の概要 

 

１． 新株予約権無償割当の対象となる株主 

当社取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有す

る当社普通株式（ただし、当社の所有する当社普通株式を除く。）1株につき1個の割合で新たに

払込みをさせないで新株予約権を割当てる。 

 

２． 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的となる株式の総数

は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行可能株式総数から当社普通株式

の発行済株式（当社の所有する当社普通株式を除く。）の総数を減じた株式数を上限とする。新

株予約権1個当たりの目的となる株式の数は当社取締役会が別途定める数とする。ただし、当社

が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行うものとする。 

 

３． 発行する新株予約権の総数 

新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。当社取締役会は、複数回に

わたり新株予約権の割当てを行うことがある。 

 

４． 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額） 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）は1円以上で当社

取締役会が定める額とする。 

 

５． 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。 

 

６． 新株予約権の行使条件 

議決権割合が20％以上の特定株主グループに属する者（ただし、あらかじめ当社取締役会が同

意した者を除く。）でないこと等を行使の条件として定める。詳細については、当社取締役会にお

いて別途定めるものとする。 

 

７． 新株予約権の行使期間等 

新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、取得条項その他必要な事項について

は、当社取締役会が別途定めるものとする。なお、取得条項については、上記６.の行使条件の

ため新株予約権の行使が認められない者以外の者が有する新株予約権を当社が取得し、新株

予約権1個につき当社取締役会が別途定める株数の当社普通株式を交付することができる旨の

条項を定めることがある。 

以 上 


